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1．はじめに

　近年，地球温暖化が原因と考えられる豪雨や熱波
などの異常気象，またこれによる大規模水害や森林
火災の発生など枚挙にいとまがない．これら気候変
動によるリスクの回避や，2016 年 11 月に発効した

「パリ協定」などを背景に，世界各国で中長期的に
は脱炭素社会の実現を目指すとした目標や行動計画
が盛んに提起されている．
　脱炭素化を進める各国の共通点は，太陽光，風力
などの自然エネルギーの導入によるエネルギー供給
側の低炭素化と，エネルギー利用側における省エネ
ルギーや，使用エネルギーを化石燃料から電気に転
換していく「電化」の取り組みである．中長期的に
は再生可能エネルギー由来の水素利用なども加わる．
　本稿では，脱炭素化のための需要側の対策として，
今後，一層注目を浴びるであろう「産業電化」につ
いて，現在の適用状況や課題，普及に向けた取り組
みについて紹介する．

2．長期削減のシナリオと産業電化への期待

　国内の最終エネルギー消費を部門別で見ると，製
造業が最も多く全体の約 43％を占めており，ガス
や石油など化石燃料を直接消費する割合が大きい．

（図 1 参照）
　需要場所でガスや石油を燃焼すれば必ず CO2 が
排出される．脱炭素化の実現に向けては，この電力
以外のエネルギー消費の部分で脱炭素化を進めるこ
とが重要である．
　昨年 6 月，日本政府は「パリ協定に基づく成長戦
略としての長期戦略」を公表した．基本的な考え方

（ビジョン）の中で，今世紀後半のできるだけ早期に，
最終到達点として脱炭素社会を実現することを掲
げ，エネルギー，産業，運輸，地域・くらしの各分

野の対策・施策とともに，分野横断的な施策が示さ
れている．図 2 はこの長期戦略の中で「電化」に関
する記載箇所の引用である．電源の脱炭素化の取組
みと合わせて，最終エネルギー消費における「電化」
は，「産業プロセスでの化石燃料消費を削減」，「プ
ロセスの制御性を高めることによるエネルギー消費
の低減」，そして「生産プロセスへの付加価値の提供」
などの記載があり，「産業電化」に対する期待が読
み取れる．

3．産業電化（エレクトロヒート）の優れた特性

　産業分野においてエネルギーは，動力，照明，熱
源など様々な用途で使用される．熱源に用いられる
エネルギーは各種あるが，電気を利用して加熱・冷
却する機器・システムをエレクトロヒートと呼んで
いる（1）．エレクトロヒートは熱を発生，または熱
を再利用するもので，図 3 のような加熱方式がある．
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図 1　最終エネルギー消費量（2016 年時点）
＊総合エネルギー統計に基づき作成
　 産業の製造業以外は，農林水産業（257PJ），建設業
（120PJ），鉱業他（19PJ）

　 運輸の自動車以外は，船舶（149PJ），航空（149PJ），鉄
道（70PJ）
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とともに，具体的な導入事例を紹介する．
3.1　電気加熱の特徴・適用状況
　エレクトロヒートは，電気が持つ様々な原理や特
性によって対象物を色々な方法で加熱することがで
きる．電気により発生する熱で対象物を間接的に加
熱するだけではなく，必要部分を直接的に加熱する
こともできるため，高い省エネルギー性を有し，制
御性にも優れ，急速かつコンパクト，さらには高温
度に加熱できるといった様々なメリットを有する．
　加熱方式としては，抵抗，誘導，誘電，赤外線，アー
ク・プラズマなどがあり，対象物や温度，加熱方法
などに応じた方式を選択することができる．図4は，

　本節ではエレクトロヒートの特徴や，産業分野に
おけるエレクトロヒートの適用状況などを概観する

2①省エネルギー技術/エネルギー転換
（略）最終エネルギー消費の多くを化石燃料の燃焼等による熱の利用が占めていることか
ら、まずは徹底した熱の有効利用が必要である。また、脱炭素化のためには、電源の脱
炭素化の取組と合わせて需要側の電化も期待されている。

(a)熱の有効利用

(b)電化
さらに、電源の脱炭素化の取組と合わせて、最終エネルギー消費における電化

は、適用に困難が伴う分野や工程もあるものの、加熱や乾燥工程など産業プロセス
での化石燃料消費を削減する可能性がある。プロセスの制御性を高めることにより、
エネルギー消費の低減だけでなく、少量多品種生産・自動化といった生産プロセス
への付加価値の提供が期待される。（略） ヒートポンプや効率的に加熱できる赤外
線 乾燥設備といったエネルギー効率の高い設備や、作業環境を大きく改善できる
金属加工用の誘導加熱設備などの付加価値を生み出す設備の導入は一部進んで
いる。より一層の電化を促進させるためには、一品一様で高コストとなりやすい設備
の低コスト化、電化によるプロセスやプロダクトの高付加価値化など、 技術面・経済
面での課題克服が重要である。

（略）産業生産プロセス等の結果生み出される排熱の有効活用については、既に様々な
取組がなされている。（略） 熱の活用を低コスト化する熱利用技術の開発は、エネル
ギー効率、熱を熱として余すことなく使う観点からも重要な課題である。（略）

図 2　 パリ協定に基づく成長戦略としての長期戦略（2019,6.11 閣議決定）
＊ 本文「第 3 章：重点的に取り組む横断的施策」　「第 1 節：イノベーションの推進」「2. 施策の方向性」
「（4）個別分野における実用化に向けた課題の「見える化」」から引用
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図 4　加熱方式別の適用業種・適用用途
＊各種調査，ヒアリング結果をもとに作成
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3.3　赤外加熱による塗装乾燥への導入事例
　事例の 1 つ目は，建設機械部品の製造工場におい
て，塗装後の乾燥工程への「赤外加熱」の導入事例

（5）である．これまでのガスを燃焼する熱風炉では，
乾燥効率が悪く，長い炉長を確保する必要があり，
熱が外部に流出してしまうことによる大きなエネル
ギー損失が生じていた．これに対して，赤外線と熱
風を併用したハイブリッド方式に更新したことで，
省エネ・省CO2 だけでなく，炉長の短縮（52m→32m）
による製造ラインのコンパクト化と生産スピードの
向上が図られた．図 7，8 に，更新後の塗装・乾燥
ラインの概要と，赤外加熱を採用した炉の写真を示
す．一次エネルギー使用量，CO2 排出量の削減率は
それぞれ▲ 50％，▲ 45％である．
　塗装後の乾燥工程は，自動車及び同部品，産業機
械・家電など多くの製造ラインに存在しており，塗
装乾燥炉のエネルギー消費が工場全体の 70％を占
めている例もあるなど多くのエネルギーを消費す
る．乾燥工程の省エネは，エレクトロヒートの採用
が鍵となる．

加熱方式別の適用業種・用途を示したものである（2）．
100℃以下の低温度から 1,000℃以上（最大 1 万℃超）
の高温の加熱にも対応できるなど幅広い温度域への
導入が可能であり，多くの業種・用途への適用が見
込める．
3.2　産業用ヒートポンプの特徴・適用状況
　投入したエネルギーの何倍もの熱エネルギーが得
られるヒートポンプは，CO2 排出量・一次エネルギー
消費量の削減，さらには廃熱や未利用熱を活用でき
る重要技術として世界的にも大きな注目を集めてい
る．家庭や業務，産業分野の空調・給湯用途に広く
普及しているが，今後，更なる普及が期待されてい
るのが製造業の加温・乾燥プロセスなどの加熱用途
である．
　製造プロセスの加熱用途に対応する「産業用ヒー
トポンプ」は，2000 年代後半に 70℃レベルの高温
水の取り出しができる製品が市場投入され，その後，
さらなる高温化や大容量化，冷温同時供給など市場
ニーズに応じた技術開発が進められてきた．産業用
ヒートポンプから取り出される熱媒体［温水・熱風・
蒸気］で区分し，最終的に 7 種類の商品に分類した
ものを図 5 に示す．また，製造工程の中でどのよう
な用途に温熱が使われているのかを示したのが図 6
である．洗浄・殺菌・加温・保温・反応・乾燥・蒸
留・濃縮といった用途があり，産業用ヒートポンプ
の導入が進みつつある．（3）（4）

産業用
ヒートポンプ

熱 風

蒸 気

空冷ヒートポンプ
※製造工程用及び通年加熱運転

ヒートポンプ給湯機
※製造工程用途

蒸気発生ヒートポンプ

蒸気再圧縮装置
（ 等）

熱風ヒートポンプ

水熱源ヒートポンプ
（冷温同時供給）

温 水
循環加温ヒートポンプ

※製造工程用途

空気熱源
ヒートポンプ

図 5　産業用ヒートポンプの種類
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図 6　製造工程における温熱用途
＊産業用ヒートポンプの適用先・導入事例をもとに作成

図 7　自動粉体塗装・乾燥ラインの概要 図 8　赤外線と熱風を併用した乾燥炉
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来設備では排液中に含まれる樹脂の伝熱管への付着
が著しく，清掃作業に時間を要していたが，更新後
は，蒸発缶内の真空度を上げ，低温度で蒸発させる
ことで，樹脂の付着を大幅に少なくすることができ
た．
　本事例はこのような大きな省エネルギーや生産性
向上，他社への展開が図れる事例として評価され，
2019 年度の省エネ大賞 省エネ事例部門「テーマ名：
“ 熱のリサイクル ” を利用した濃縮工程の省エネ革
新」として資源エネルギー庁長官賞を受賞（6）して
いる．

4．産業電化の普及に向けた取り組み

　産業電化（エレクトロヒート）の特徴やメリット，
製造業における適用状況などを述べてきたが，普及
への課題や障壁も存在しており，普及を加速してい
くにはそれらをクリアしていく取り組みが重要であ
る．
　製造業には多様な生産ラインや設備・機器が存在
し，そこで使われるエネルギーの種類や量，対象物
に投じる熱の温度・時間などは個々に異なる．また，
それらは各企業のノウハウでもあるため非公開な部
分も多く，家庭や業務分野のように水平展開が容易
ではない．
　日本のものづくりは，約 2 万軒という非常に多く
のユーザーに支えられ成り立っている．図 10 は，
図の左にユーザーの実態として，電化（エレクトロ
ヒート）に対して未検討，検討中，導入済の 3 つに
模式的に分類し，その右側にユーザーの取り組み，
普及への課題・障壁，それに対する対応策などを列
記した．
　ユーザーの取り組みとして共通するテーマは，省
エネ・省 CO2 や生産性向上，CSR などが挙げられ，
検討中の領域においては，導入に向けた F/S（フィー
ジビリティスタディ）や予算化，導入済の領域にお
いては，効率運転や，増設に向けた検討などが行わ
れる．
　普及への課題・障壁としては，未検討の領域では，
ユーザーのエレクトロヒートに対する認知度向上や
検討のきっかけとなる要因（検討のトリガー）が無
いなど，また検討中の領域では，検討に要する時間・
人材の充当が困難，導入コストが高いため投資の優
先順位が低いなどが挙げられる．
　これらの課題・障壁に対する対応策として，高効
率機器など優れた製品，及びその製品の具体的な適
用事例や導入メリットを多くのユーザーに知ってい

3.4　ヒートポンプ式濃縮装置の導入事例
　事例の 2 つ目は，排液の濃縮工程に「ヒートポン
プ式濃縮設備」を導入した事例である．この工場で
は機能化学品を製造しており，製造過程で発生する
排液は有機成分を含むため，そのままでは下水処理
ができず，排液を蒸気で加熱し，濃縮・減容化をし
ていた．
　生産増に伴う排液量増加への対応や，エネルギー
コストの削減を目的に，従来は回収できずに排気し
ていた蒸発ガスを，圧縮・昇温できるヒートポンプ
式濃縮設備を新たに導入した（図 9 参照）．
　蒸発缶に投入された排液の中に含まれる水分は，
高温に加熱された伝熱管表面に触れて蒸発ベーパー
となる．蒸発ベーパーは圧縮機で圧縮されることに
より 3℃程度温度が上昇する．そして熱源として伝
熱管内部に供給され，排液を蒸発させた後は凝縮水
として排出される．濃縮排液は蒸発缶の下部から回
収されて産業廃棄物となる．
　設備を起動するときのみ外部から蒸気を供給する
必要があるが，定常時はほぼ電力のみで濃縮が進み，
捨てられる熱がほとんど発生しない「熱エネルギー
の循環利用システム」を構築することができた．従
来設備は外部から常に蒸気を供給する必要があった
が，更新により，一次エネルギー使用量，及び CO2

排出量の削減率はともに▲ 95％を達成，また，従

図 9　ヒートポンプ式濃縮設備
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めには，経済合理性の視点が必要になる．そのため
には，導入費用の低減につながる国や自治体による
補助制度の充実化とともに，産業界や開発メーカー，
研究機関，関係団体など日本全体で電化の推進につ
ながる政策的な後押しも必要だと考えられる．

5．最後に

　脱炭素化を実現するには様々な分野での取り組み
や技術の進歩が不可欠で，どれも一朝一夕に進むも
のではない．また，今回紹介した 2 つの事例も大き
な CO2 削減につながったものではあるが，脱炭素

（CO2 排出ゼロ）の技術ではないことも事実である．
しかしながら，地球上の CO2 濃度は徐々に増加し
ており，温暖化によるリスクを減らしていくには，
実行できる対策に，今から取り組むことが求められ
る．
　今後も産業分野における電化技術の適用状況や導
入事例を公開していくことで，普及への加速，新た
な適用先や応用事例の展開，さらには機器・システ
ム開発といったイノベーションの創出につながるこ
とを期待したい．
　また，産業分野の脱炭素化に向けては，本稿で紹
介した加熱用途に対する電化とともに，再生可能エ
ネルギー由来の電力の適用拡大や，石油や石炭など
CO2 を含む原材料を，水素や CO2 そのものを活用
していく取り組みが，国内外の研究機関・プログラ
ムで始動している．これらの技術や動向の収集も進

ただく，さらには，普及実績などを公開していくこ
とが検討を促すために効果的である．また，検討の
手順や内容を紹介するガイド類の整備，技術検討が
できる人材の育成，ユーザーとメーカーの協業進展
による新しい製造装置の導入・開発に繋げていくこ
とが重要となる．参考として，日本エレクトロヒー
トセンターの発刊図書・資料や，運営サイト（7）を
図 11 に紹介する．
　エレクトロヒートは良いものと分かっているが導
入コストが高い，という話をユーザーから聞くこと
がある．既存設備への組み込みなどオーダーメイド
となる場合が大半で，設備費に加えて調査や設計，
工事に係わる人材や時間，費用が発生する．国内の
みならずグローバルな競争の中で，環境投資に力を
注げない企業も多く，製造ラインでの実装を図るた

検討中

電化（エレクトロヒート）

未検討 領域

• 他工程導入

• 設備更新・増設

• 効率運転

• 導入コスト

• エネルギーコスト

• 検討時間･人材不足

• エンジ力不足

• 技術開発(高温化等)

• 法規制(防爆対応等)

：

• 補助制度

• 税制優遇

• 技術開発･製品開発

• 設計手引き・導入ガイド

• ﾕｰｻﾞｰ・ﾒｰｶｰの協業

：

• 工程調査

• ｴﾈﾙｷﾞｰ診断

• Ｆ/Ｓ・設計

• 予算化
：

<共通テーマ＞

• 省エネ・CO2削減

• コストダウン

• 生産性向上

• SDGs経営

• ESG投資

• ＣＳＲ

• レジリエンス

（防災対策)

：

• 認知度が低い

• 検討のトリガー無し

• 検討者不在

• 推進側の営業力

：

• 省エネ機器紹介

• 導入事例の公開

• セミナー・講習会
（人材育成）

• 政策的誘導

• 普及情報の公開

：

ﾕｰｻﾞｰの取り組み 普及への課題・障壁

製造業の国内事業所数
約2万軒

対応策

導入済

図 10　 製造業におけるユーザーの取り組みと電化普及への課題・対応策
＊ ユーザーへのアンケート，メーカーヒアリングなどをもとに作成

図 11　 エレクトロヒートに関する図書・ガイド，産業用ヒー
トポンプ運営サイト
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貢献してまいりたい．
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